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研究ノート

共同体・国家および公共性について

政治経済学・経済史からみる公共性

小 坂 直 人

は じ め に

「公共性」問題がさまざまな学会において

多様な角度から論じられている事情について

は，既に何度か述べてきた。ただ，その場合

でも，中心的分野は哲学，政治学，法律学，

社会学分野における議論であって，経済学分

野にあっては必ずしも活発であったとはいえ

ない。その理由は，一つには，経済学におけ

る「公共性」問題は公共経済学という専門分

野が存在し，とりあえずは「公共性」を経済

理論的に考察するツールを持っていたこと，

今ひとつには，実践的・政策的には「公益事

業論」という専門分野が以前から展開されて

きたことと関連していたからかもしれない。

もっとも，そこにおける「公共性」論議が絶

えず検証され，他の専門領域における研究成

果等と突き合わされてきたかといえば，それ

は極めて限定的であったことを筆者は反省を

込めて指摘してきたところである。

その意味では，こうした経済学関連分野に

おける「公共性」論議が，上述の哲学，政治

学等における議論とかみ合っていたとはいえ

ない。そもそも，かみ合わせようとした相互

交流の痕跡すら十分にたどれないのが実情で

ある。以下，紹介するのは「政治経済学・経

済史学会」における「公共性」をめぐる議論

である。公共経済学や公益事業論とは異なり，

「公共性」を本来的テーマとしているとは必

ずしもいえない経済学分野で，系統的に大会

や研究会の共通論題として「公共性」を取り

上げてきた意味を考察すること，そして，そ

こで展開された「公共性」論が一般に行われ

ている「公共性」論とかみ合ったものとなっ

ているかどうか，また翻っては，「公共性」

についての新しい視座や問題提起がなされて

いないかどうか，大いに興味がそそられる点

である。後にみるように，同学会における公

共性把握は学会として必ずしも統一されたも

のではない。しかし，筆者のみるところ，そ

の基盤に「共同体」論が一貫して流れている

ように見受けられる。しかしながら，他方で

は，行論のうちに明らかになるように，「社

会国家」や「福祉国家」における社会経済過

程への政策的介入に重きを置く理解が大きな

ウェイトを占めているように思われる。いず

れにしても，「公共性」をひとつの学会の中

で統一的に議論する事の難しさを改めて感じ

させる事例でもある。こうした点も踏まえた

上で，以下，同学会における「公共性」議論

を時系列的に追いかける作業から開始したい。

Ⅰ 共通論題からみる

「公共性」把握（概観)

これまで「政治経済学・経済史学会」にお

いて，「公共性」と関連付けが可能と思われ

るテーマを共通論題とする大会や研究会が，

2006年度以降，積極的に開催されてきた。

2007年度秋季学術大会の趣旨説明に当たっ

― ―27



た田代洋一氏によれば，2007年度は，それ

までの二つの課題を継承した。すなわち，第

１に，今期（2006～2008年度）のゆるやか

な通底テーマとしての公共性であり（下線は

筆者による。以下同じ。），第２に，昨年度の

春季総合研究会の大塚久雄『共同体の基礎理

論』の読み直しと，秋季学術大会の格差拡大

社会というテーマであるという。その際，田

代氏は，「公共性」「共同体」「格差社会」と

いう用語間には共通の問題意識があると考え

ている。以下，2006年度以降のテーマおよ

び共通論題報告を列挙するならば次のとおり

である。

2006年度 春季総合研究会

大塚久雄『共同体の基礎理論』

の読み直し

2006年度 秋季学術大会

格差拡大社会― 史的接近と現

状分析

報告１ 福澤 直樹

ドイツにおける社会国家の途― 第２帝

政期から現代に至るまでの歴史的経験

報告２ 加瀬 和俊

現代日本における失業対策の圧縮とその

歴史的背景

報告３ 瀬戸岡 紘

グローバル経済化の格差拡大とアメリカ

の現状

報告４ 後藤 道夫

現代日本の格差拡大とワーキング・プア

コメント１ 吉田 義明

格差拡大と世代再生産の危機について

コメント２ 西川 純子

キリンの逆襲

2007年度 秋季学術大会

地域再編過程における協同と公

共性

趣旨説明 田代 洋一

報告１ 橋口 卓也

農業・農村政策の動向と地域対応― わ

が国の条件不利地域を主に

報告２ 松本 武祝

韓国における農業水利組織の改編過程

― 公共性と協同の相克

報告３ 市田 知子

EU農村地域振興の展開と地域― ドイ

ツの LEADERプログラムを中心に

報告４ 田中 夏子

イタリア地域社会における公共性の創出

と課題― 社会的協同組合を軸として

コメント１ 福士 正博

市民的公共性と社会的経済

コメント２ 永江 雅和

協同（共同）と公共性をとりむすぶもの

2008年度 春季総合研究会

自由と公共性― 介入的自由主

義とその思想的起点

問題提起 小野塚知二

介入的自由主義の時代― 自由と公共性

の共存・相克をめぐって

報告１ 廣田 明

社会的連帯と自由― フランスにおける

福祉国家原理の成立

報告２ 高田 実

ニュー・リベラリズムにおける「社会的

なるもの」

報告３ 田中 拓道

社会的包摂と自由の系譜― フランスと

イギリス

コメント１ 古内 博行

農業分野への介入・保護とその性質変化

コメント２ 名和田是彦

現代日本のコミュニティ政策から見た

「公共」問題

コメント３ 秋元 英一

スーパーキャピタリズムとアメリカの消
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費者

この研究会の内容を紹介出版した，小野

塚知二編著『自由と公共性― 介入的自由

主義とその思想的起点』日本経済評論社，

2009年には，以上の３報告，３コメント

の他に，島崎美代子「21世紀発展構想・

ビジョンと〝共生・公共性"」および深貝

保則「ウェルフェア，社会的正義，および

有機的ヴィジョン― ブリテン福祉国家の

成立前後における概念の多元的諸相」の２

論文が収められている。なお，本稿もこの

研究会議論経過の紹介に当たっては，この

著書に依拠している。

2008年度 秋季学術大会

現代化過程における日本の雇用

― 企業と「公共性」

問題提起 沼尻 晃伸

報告１ 兎 宗

日本の労働者にとっての会社― 身分と

保障を中心に

報告２ 市原 博

職務能力開発と身分制度

報告３ 榎 一江

女性労働者と企業― 郡是製糸の教育を

中心に

コメント１ 清水 克洋

フランス経済史の視点から

コメント２ 谷口 明丈

アメリカ経済史の視点から

コメント３ 武田 晴人

日本経済史の視点から

2009年度 秋季学術大会

1930年代における経済政策思想

の転換

2010年度 秋季学術大会

都市の公共性― 主体・政策・

規範

趣旨説明 福士 正博

報告１ 森 宜人

「社会都市」における失業保険の展開

― 第二帝政期ドイツを事例として―

報告２ 馬場 哲

「生存配慮」と「社会政策的都市政策」

― 19世紀末～20世紀初頭ドイツの都

市公共交通を素材として―

報告３ 今井 貴子

統合と自律をめぐる相克― イギリスの

社会的企業の経験から―

報告４ 福士 正博

都市という「世界」― 社会的質と社会

的プレカリティ概念を中心として―

コメント１ 和田 清美

「都市の公共性」への都市社会学的問題

提起

コメント２ 大門 正克

原点に戻る― 現状と歴史の対話を深め

ること

2011年度 春季総合研究会

都市の公共と非公共― 20世紀

のアジア都市を手掛かりに

報告１ 福士 由紀

近代上海における衛生問題

報告２ 谷本 雅之

東京における中小商工業者の動向

報告３ 加藤千香子

1970年代の川崎における在日コミュニ

ティとスラム

以上の報告タイトルからも窺えるように，

「政治経済学・経済史学会」における「公共

性」議論は歴史と現状全般を対象としており，

扱われる題材は極めて広範囲である。それ故

というべきか，そこで展開される議論は，

「公共性」について必ずしも統一的な理解の

もとでなされているようには思われない。

2007年度の大会で田代洋一氏が行ったよう
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な「公共性」について一定の方向付けに基づ

く理解がある一方，社会国家ないし福祉国家

に傾斜した理解もあるし，さらには経済史的

な「共同体」をベースにした理解があると

いった具合である。もちろん，これが「公共

性」であると，一義的に確定し切れていない

現状にあって，さまざまな角度から「公共

性」が議論されること自体は好ましいことで

あるし，最終的に「公共性」概念が一つに収

斂することは無いであろう。しかし，その場

合でも，その時点で到達しうる一定の基準や

統一的理解を前提に議論をかみ合わせる努力

は必要であろう。そうでなければ，各論者の

いいっぱなしになる恐れがあるし，聞く側で

の解釈次第ということになりかねない。

とはいえ，この基準作りはそう容易くない。

筆者は，現状においては，ハーバーマス流の

「公共性」理解をベースにした山口定氏の整

理と佐々木毅・金泰昌氏らによる「公共哲学

シリーズ」研究を最低限踏まえた上で，とり

あえずの「ものさし」を設定するのが望まし

いと考えている（拙著『公益と公共性』日本

経済評論社，2005年参照）。以下の議論整理

も，当然，そうした「ものさし」を適用する

ことなしにはできない仕事である。したがっ

て，小論の整理も，こうした「ものさし」の

影響，それ故，一定のバイアスを受けざるを

得ないことは，あらかじめ断っておかなけれ

ばならない。

「政治経済学・経済史学会」における議論

全てを網羅的に紹介することはできないので，

それぞれの年次の春季総合研究会と秋季学術

大会における共通論題にそって，最も特徴を

表現していると思われる主張を紹介しながら，

同学会における「公共性」議論の概略を示す

ことにしよう。

Ⅱ 2007年度 秋季学術大会

地域再編過程における協同と公共

性

2006年度の共通論題である「格差拡大社

会」にかかわる議論は，それ自体重要な論点

であり，筆者の考えるマイノリティ視角から

の「公共性」問題にとっては不可欠な論点で

ある。しかし，この大会で行われた４つの報

告は格差問題をさまざまな角度から論じては

いるが，「公共性」との関連は積極的に述べ

られていない。というより，「公共性」とは

何かについての論者間の確認がなされていな

いまま議論が進んでいる。そもそも，共通論

題設定の趣旨説明が記述されていない。

2008年度の共通論題「現代化過程におけ

る日本の雇用― 企業と『公共性』― 」に

関する問題提起を行った沼尻晃伸氏によれば，

2006年度の報告についていうと，歴史分析

に関するものは国家による失業対策に注目し

たものであり，また，現状分析は非正規雇用

の拡大に伴うワーキング・プアの増加をとり

あげたものである，としか言及がない（『歴

史と経済』203号，2009年４月，１ページ）。

管見の限りでは，この大会の共通論題報告者

の中で，公共性に言及しているのは福澤氏で

ある。福澤氏によると，今日の経済社会にお

ける社会保障は，狭くは個人的ないし個別的

性格の強い限定的なものから，広くは国民的

な，さらには超国民的な連帯の枠組みが，

種々の階梯，次元において形成され，それら

が相互に接しあい，あるいは重なり合いつつ

機能しているということができる。歴史的に

旧い段階においては連帯の枠組み（ないしそ

れぞれの公共性の空間）は狭く往々にして脆

弱なものであったが，国民的機構を欠く中で

はそれが唯一の生活保障の枠組みであり，

……この限界が明らかになる中で，国家的社

会保障制度が何らかのかたちで形成されてく

るようになった。ドイツの場合，1880年代
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に導入された労働者保険制度などがその例

……とされてきた，という。「連帯の枠組

み」＝「公共性の空間」ということのようであ

るが，他の報告者とかみ合った議論にはなっ

ていないようである。

その点，2007年度の大会（共通論題「地

域再編過程における協同と公共性」）におい

ては，既に述べたように，田代洋一氏が趣旨

説明を行っているし，共通論題のタイトルが

「協同と公共性」を含んでいるので，意図が

明確である。田代氏自身は，「公共性」「共同

体」「格差社会」の間には何らかの共通要素

があると考えているようであるが，その共通

性が何であるか，今少し積極的に論じてほし

かったところである。共同体の論理が公共性

の論理といかに結びついているのか，基本的

な筋道や枠組みだけでも提示する必要があっ

たのではなかろうか。確かに，2007年度の

田代氏の趣旨説明では，「協同」は「何らか

の経済事業体の構築を通じて共通するニーズ

を集団的に追求すること」とし，また「公共

性」は，「共通する関心事について関係する

全ての人びとに公開された討議を通じて了解

された目的に向かうこと」あるいは「そのよ

うな公開された討議の場（公共空間）」と定

義する，とされている。そして，地域の立て

直し・再生には，政策や自治体，企業（営

利・非営利企業，協同組合）等の様々な主体

の取り組みが欠かせない。そのような取り組

みは，今日では公開・討議・了解という公共

性を担保せずには成り立たない。それゆえ，

国家・政府のサイドもまた市民社会に公共性

を要求し，それを取り込むことで体制への社

会的統合を追求しようとする。現実の公共性

は客観的にはこのような「公共性」の奪い合

いのなかにある（『歴史と経済』第199号，

2008年４月，１ページ），とされている。

この説明の限りでは，田代氏の「公共性」

理解は，ハーバーマスによって提起され，日

本の多数の研究者によって紹介されている

「公共性」理解に基本的には依拠しているこ

とが分かる。問題は，この田代氏の「公共

性」理解が報告者間においてどのように了解

されているかという点である。以下，この点

を確認してみよう。

第１報告者の橋口氏は「公共性」を，中山

間地域を中心とした条件不利地域における地

域再生活動のメンバーが，農業者という枠組

みを越え，多様な家業，職業からなる住民が

広範に参加している点にみいだしている。つ

まり，従来の農村共同体が前提としている共

同体メンバーが農業者以外のメンバーにも開

かれているという点に着目した報告といえる。

また，こうした分析を行うに当たって，2007

年ごろから急速に進められてきた総務省によ

る「コミュニティ研究」や農林省による「農

村におけるソーシャル・キャピタル論研究」

を批判的に吟味すること，そして，そこで

「新たな公共」の受け皿として期待されてい

る地域の基礎組織である集落，共同体，コ

ミュニティ，地縁組織を農村の側から見直し

てみるという問題意識が存在することが窺え

る。

第２報告者の松本氏は，ハーバーマスの

「市民的公共性」との対比で，「ファシズム

的」あるいは「植民地的」公共性という分析

枠組みに着目し，「公共圏」構成員に合意形

成をもたらす言説の効果を「公共性」として

捉え，しかも，「不本意」「消極的」な合意に

いたる言説の効果にこそ「公共性」の設定の

意味があると考えている。この問題を具体的

に考察する舞台が韓国における農業水利組織

である。しかし，現時点では，この舞台の推

移を内在的に紹介できるまでに内容を筆者と

して消化できていないので，ここでは上記の

松本氏の問題意識のみに言及するにとどめざ

るを得ない。

第３報告者の市田氏は，ドイツを事例とし

て，地域振興策としての雇用機会創出の取り
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組みについて論じたものである。具体的には

EU地域振興政策の一つである LEADER

「農村経済発展の行動連携」プログラムを取

り上げている。このプログラムは農村地域に

多様な所得獲得手段を創出し，人口流出を防

ぐことがその目的とされている。その際，地

域住民自らがプログラムの設計段階から参加

する，ボトムアップ的手法がとられている点

が従来と異なるとされる。

第４報告者の田中氏は，イタリアを事例と

して，「市場の論理」への「対抗性」を有す

る社会的協同組合に注目し，社会的協同組合

コンソーシアムによる雇用の「質」確保の取

り組みを，新自由主義的な機能を相対化する

試みとして位置づけるという内容である。こ

の報告は，社会的協同組合を基軸として地域

社会における「公共性」を考察するものであ

り，共通論題の核心に触れるものと考えられ

る。田中氏の問題意識について簡単に触れて

おくことが肝要であろう。

EU統合の流れは，グローバリゼーション

下での競争力向上を目指したものであるが，

それにもかかわらず，ヨーロッパは，これま

で築きあげてきた「社会的なるもの（労働者

保護等の社会政策の展開をはじめ，「社会的

排除」との全般的闘いを含む）の堅持・発展

をも追求してきたといえよう。イタリアにお

ける，協同組合をはじめとした，いわゆる

「社会的経済」もこうした「社会的なるもの」

の一つであるが，グローバリゼーションが進

行していく中にあっても，それらが堅持され

てきたのはなぜか，というのが田中氏の問題

意識である。そして，田中氏の「公共性」定

義は，親密圏において醸成される共同体的な

社会関係（コミュニティ）を土台としつつ，

それらがより広範な領域の，社会的諸資源と

結びつき（アソシエーション）へと発展した

結果，創出される協同的な社会関係及びその

ネットワークを示す。アソシエーティヴな社

会関係が，国家と市場に介入し，影響力を行

使し，従来の行政との関係，市場との関係に

一定の再構成をもたらす社会的広がり，とい

うものである。

以上の４報告に対するコメントが福士，永

江両氏によって行われている。最初の２報告

について，永江氏は，１）地域農業において

何をどこまで守ることに公共性が認められる

のか（つまり公的資金の投入が正当化される

のか）。２）直接支払いの実施という公的関

与の強化に対応して，地域の独自の試み・活

動である「協同」にどの程度の「裁量」が認

められるか，という論点からコメントしてい

る。後の２報告に対しては福士氏がコメント

する。ここでは，田中報告に対するコメント

の要点を紹介しておく。公共性の議論はこれ

まで，ハーバーマスのコミュニケーション行

為を通じた討議的，熟議的民主主義論をめ

ぐって行われてきたが，社会経済論との関係

は必ずしも明らかにされてこなかった。田中

氏は，イタリアの社会的協同組合は，市民が

主体となって結成するアソシエーション（非

制度的公共性），市場の論理に応じる経済事

業体― 市場の新しいルールの提示と実践，

公共的事業の担い手（制度的公共性）という

三つの局面を持つというが，特に重要なのは，

「地域社会に多様な働きかけ（障害という異

文化理解，共生や社会的公正の発信等）に

よってはかろうとする市場の論理を再規制す

る」社会的協同組合の役割である。問題は，

そのような生活圏域から発信される公共性感

覚が，「生活世界の植民地化」（ハーバーマ

ス）をどこまで乗り越えられるのかという点

であると指摘している。また，社会的弱者を

労働市場へ送り込む積極的労働政策ではなく，

「その人にあった発達と参加の，固有の在り

方を重視した労働市場の再構築」という発想

の意義についても触れられている。
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Ⅲ 2008年度 春季総合研究会

自由と公共性― 介入的自由主義

とその思想的起点

最初に，小野塚知二氏が「自由と公共性」

についての問題提起を行っている。その要点

は次のとおりである。

公共性についてはこれまで多くの場合，そ

の内包に即して，公的性格，共同的（利害共

有の）性格，および開放的性格が論じられて

きた。しかし，公共性の意味が，自由な市民

諸個人の間に成り立つ何かであれ，あるいは，

より濃厚な秩序のもとへ編成された状態であ

れ，それは関係性や組織性の概念であって，

自由との緊張や調和という問題は公共性の裏

に，あるいは外側に，常に存在してきた。殊

に近現代のヨーロッパでは，個人の私的領域

を国家や団体の制約から解放するという原則

が確認され，個人の意思自治や行為の自由，

あるいは自己決定・自己責任という規範が，

実態を完全に規定していたとはいえないとし

ても，少なくとも法や諸制度の基盤には定着

していたから，公共性と自由との緊張・調和

という問題は，少なくともある時期には露呈

していた。近代（19世紀的な公序）から現

代（20世紀的な公序），あるいは古典的自由

主義から介入的自由主義への転換の時期がそ

れに当たる。……この転換の際に，いかなる

秩序を創り出すために，介入・誘導・統制が

どのように正当化されたのかという問い，

……言い換えるならば20世紀的な公序の形

成を自由に注目して思想史的に解明しようと

いうのが狙いである。

小野塚氏のいう「介入的自由主義」とは何

であろうか。氏によると，それは，当該期に

おいて，組織化・介入・誘導・規制を正当化

し，またその事例に表現された思想である。

それは介入を積極的かつ普遍的に導入しよう

とする点で古典的自由主義と異なり，個人の

自由，市場の機能，私有財産制を是とする点

で社会主義と異なる。思想史上，「新自由主

義」と呼ばれる潮流には二つある。一つは世

紀転換期イギリスで唱えられた新自由主義

（new liberalism）であり，もう一つは，戦

間期に登場し，展開してきたハイエクやフ

リードマンの新自由主義（neo liberalism）

である。小野塚氏が直接かつ主要に取り上げ

ているのは，もちろん前者であるが，この系

譜に位置付けられるのは，イギリスの思想だ

けではなく，フランスの「社会連帯」思想で

あり，ドイツにおける「ドイツ社会政策学

会」や「新歴史学派」の思想であり，これら

は同様の内実を有していたとする。したがっ

て，「介入的自由主義」とは，このような世

紀転換期の社会保障制度の背後に作用した政

策思想だけでなく，福祉国家やウェルフェ

ア・キャピタリズムを支えた思想や，ケイン

ズ主義，ニューディールなども包含する概念

と考えられる，という。

こうした介入の目的について，小野塚氏は

次のように説明する。古典的自由主義におい

てなら，人は自力で困窮や予期せざる災厄に

備えなくてはならない。将来のリスクに対す

る蓄えであり，私保険である。さらに，共

済・互助組織や労働組合の共済機能は，こう

した個人的自助の集団版として，あるいは仲

間内（society）の私保険として容認され，

また奨励されもした。こうした自助で，人々

が生を全うし，欲求を充足し，幸福を追求で

きるのであれば，介入は「自由主義」の枠内

においては，正当化されないに違いない。介

入的自由主義が登場するためには，個人的で

あれ集団的であれ自助が不可能な者が多数存

在することが発見されなければならなかった。

さらに，介入的自由主義の人間観について，

それは，「弱く劣っていて，失敗する個人」

の発見であり，自由や権利が与えられていて

も，それに基づいて自己の欲求を満たし，自

己の幸福を実現することが十全にまた安定的

にはできない個人が，例外的にではなく多数
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存在することが知られるようになったことか

ら，古典的自由主義が想定してきた経済人

（homo oeconomicus）あるいは近代的人間

類型とはまったく異なる人間像である，と述

べている。つまり，欲求や幸不幸の基準が単

純に自己の内発的な要因のみで決定されると

いう人間観から，欲求や幸不幸の基準の社会

的要因を考慮するようになった人間観への変

化であり，それゆえに安定的な幸福は社会的

に維持しうると考えらえるようになったこと

を反映している。そこでは，「個人の/目先の

利益」とは区別された「共同の/迂回的な利

益」が各人の幸不幸や快苦のあり方に影響し

ていると考えられるようになったのである，

と。

ところで，ここでいわれている「弱く劣っ

ていて，失敗する個人」は，近代においても

「女性や子供」がその対象として位置付けら

れていたものであるが，現代にあっては，そ

の範囲が成人男性の間にも広げられている。

その結果，現代の成人男性は「自由な主体」

のまま，弱くなった存在と見なされるように

なったし，20世紀前半に急展開した男女同

権化において成人女性は弱く劣った存在のま

ま「自由な主体」となった。

小野塚氏は，最後にネオ・リベラリズムと

介入的自由主義との関連について次のように

言及している。

近代の市場社会が市場のみによって万全に

調整されたわけでなく，地域社会，家，企業

や職業世界に成立するさまざまな共同性に

よって支えられ担保されてきたことはよく知

られている。介入的自由主義はこうした隠し

資産の機能が市場社会に発生するさまざまな

失敗を担保するには不十分な機能しか果たし

ていないことが判明した19世紀末以降に登

場するとともに，地域，家，企業などを介入

的・保護的な秩序のなかに再編した。しかし，

いまや，現代の福祉国家のような介入・保護

の制度もこれらの隠し資産も衰退を露わにし

ている。この衰退がネオ・リベラリズムの伸

長との関係で理解されていることに表されて

いるように，20世紀末以降の現在は自由と

公共性の緊張・調和の問題が再び露呈してい

る時期である。現代（＝20世紀）的な公共

性が素朴な「自由」（「自己選択・自己決定」）

の名において浸食されているのだとするなら，

社会的再包摂の試みは素朴な「自由」を静か

に浸食する危険性を免れていない。こうした

状況を自由主義と現代的公共性との対立的性

格という相のみでとらえるのではなく，介入

的自由主義のありえた可能性と限界とに注目

しつつ理解してみようというのである。

報告１ 廣田 明

社会的連帯と自由― フランスにおける福祉

国家原理の成立

ソ連・東欧型社会主義の崩壊，新自由主義

の猛威とその破綻等に象徴される不安定な状

況のなかで，個人が己の責任で自らの境遇を

統御することが困難になり，人々の生活の安

全・安心の保障と社会的な格差の是正が，再

び政治の喫緊の課題として浮上してきた時代。

こうした社会的リスクと不確実性にみちた時

代には，１世紀前に当時の識者が「社会問

題」として意識していた問題― すなわち①

「個人と社会との関係」をどう理解し，この

関係がどうあるべきかについての実際的な解

答を用意するという問題，あるいは②政治的

には主権者として自由になり重きを置かれな

がら，市民の大半が経済的・社会的には準従

属状態を余儀なくされたままであるという状

況のなかで，人々が社会を営み，共通のルー

ルに従うようにするにはどうすればよいかと

いう問題― を再考もしくは再確認すること

は，迂遠であるとはいえ無意味な試みとは言

えないであろう。廣田氏は，このような問題

意識から，フランスの政治家レオン・ブル

ジョワの作品『連帯』をとりあげ，その所説

に即して，連帯と自由，連帯と正義の関係に
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ついて考察する。

連帯主義は，19世紀の二大思潮である自

由主義と社会主義のいずれか一方に荷担する

のではなく，両者を「総合」することによっ

て，国家的介入を容認しながら同時に個人の

自由をも否定しない 社会進歩 の道を明示

し，それを法律的に保障することができる新

思潮として同時代の改革立法と政策思想に多

大な影響を及ぼした。ブルジョワによれば，

正義を実現するには，自然的連帯（「事実と

しての連帯」）から「社会的連帯」（「義務と

しての連帯」あるいは「法としての連帯」）

に移行しなければならないのである。ブル

ジョワの『連帯』の独自性は，この移行の理

論的基礎付けを行い，社会主義とは異なるや

り方で，すなわち福祉国家の構築という方向

で，社会正義の実現可能性を明確にしたとこ

ろにあった。

人間が社会のなかに生まれるということは，

先行するすべての世代とかれの同時代人に

よって作られた 社会的資本 の恩恵に浴す

るということである。それゆえ，人間は生ま

れながらにして，社会の債務者なのであり，

ここにかれの義務の根拠があり，かれの自由

の責任があるのである。この人間観は「人間

は生まれながらにして自由であるが，しかし

至るところで鉄鎖に繫がれている」とした

『社会契約論』におけるルソーとは逆である。

人間が成長し，豊かになるにつれて，かれの

社会的債務はますます増加していくが，われ

われは誰にそれを返済する義務を負うのであ

ろうか？ ブルジョワによれば，われわれが

過去の世代に負うところのこの債務，われわ

れはそれを「われわれの後に来るすべての

人々」に返済しなければならない。言い換え

れば，現世代の人間は過去から遺贈された社

会的遺産の用益権者にすぎず，かれらはこれ

を増殖し，将来世代に返済する義務を負って

いるのである。この二重の義務からわれわれ

の社会的義務が生まれる。

この社会的義務に関して，契約者の事前の

同意は存在しない。しかし，そこには社会の

人々の暗黙の合意，あるいは民法典が定義す

る「準契約」が存在する，とブルジョワは述

べている。こうした準結合契約から生まれる

債務の思想は，必然的にそれを担保するサン

クション（承認・制裁・実効確保措置）の思

想を必要とする。社会的義務は純粋な良心の

義務ではない。それは権利に裏付けられた義

務である。

債務すなわち義務の権利に対する先行性を

説いたブルジョワは，フランス革命によって

定式化された権利宣言を義務宣言によって補

完することの必要性を力説する。同様に，革

命のスローガンとなった自由，平等，友愛の

三位一体についても，その順序を変えるべき

であると主張する。社会に債務を負う人間は

自己の債務を返済したときにしか，自由にな

れない。したがって，自由は第１位になるこ

とはできず，友愛というよりは連帯にその地

位を譲るべきである。

また，国家は，「単に，人間自身によって

創られ，人間が彼ら自身の意志の執行をそれ

に委任するところの共同行為の器官にすぎな

い。法律はこの相互的意思の表現に過ぎな

い」のである。

ブルジョワは，かれの時代に影響力をもっ

ていた契約論的社会観と有機体論的社会観を

対立させるのではなく統合することのできる

一つの社会哲学・政治思想の創始者となった。

かれは，同時代人に対して，政治的主権の保

有者たる市民でありながら，同時に連帯的な

アソシエ と見なしあうよう要請する。か

れの連帯主義は，1793年の権利宣言第21条

に明記されて以来，社会権の基礎づけに不可

欠の概念として尊重されてきた 社会的債

務 の意味を逆転する― 個人に対する権利

保障から社会的義務付けへの逆転（社会が個

人に対して債務を負うのではなく，個人が社

会に対して債務を負う。この債務を返済しな
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い限り，個人の自由権と社会権は保障されな

い)― ことにより，19世紀的な自由主義国

家から20世紀の福祉国家への移行に必要な

視座の転換を実行したのである。なぜなら，

ブルジョワのような論理を用いないと，国民

に累進所得税や社会保険料の支払いを「義務

づける」ことはできないからである。

このようにして，19世紀の共和主義者を

魅了し，社会主義者の人間像にも強い影響を

及ぼしたルソー主義の呪縛を解いた連帯主義

が，自由主義から継承したものは，とりわけ

契約の観念，自由の保全，反国家主義であり，

社会主義から継承したものは，社会正義の必

要性とこの正義実現のための国家介入の必然

性であった。

報告２ 高田 実

ニュー・リベラリズムにおける「社会的なる

もの」

100年前のイギリスでは今日のネオ・リベ

ラリズム（Neo-Liberalism）とは異なる

「新自由主義」（New Liberalism）の可能性

に期待がよせられていた。「改革，平和，緊

縮財政」を標語とする古典的自由主義と対比

的に，「社会正義，国家干渉，労働党との同

盟」をスローガンとする新しい自由主義は，

「リベラル・リフォーム」と称される一連の

国家福祉政策を生み出す原動力となった。

自由主義の歴史的前提は財政軍事国家で

あった。しかし，ナポレオン戦争後には，こ

うした戦時体制は「浪費」と見なされ，資金

のより生産的で，効率的な活用こそが重要と

考えられるようになった。財政軍事国家に

よってつくられた行財政機構の枠組みを前提

としつつ，それを平時に合致するように再

編・脱皮することで，19世紀中葉には，い

わゆる「レッセ・フェール国家」が成立した

のである。

しかし，そのようにして生まれた自由主義

国家は決して「自由放任」主義国家ではな

かった。自由主義国家はリバタリアンが主張

するような「最小国家」などではなく，社会

の機能を最大限にするための枠組みを維持，

創造するための積極的な干渉を行う，「小さ

い」が，「規制的で，強い」国家であった。

「最小規制国家」は，個人生活へは干渉せず，

抑圧的でもなかったが，「生活水準の改善を

目的として，共通善のために，また政党利害

や党派的利害を超越した国益のために活動す

るもの」として自らを示した。ただ，その干

渉とは，国家が主体となってサービスを提供

する直接的な干渉とは区別される，社会がう

まく機能するための「枠組み」を作り維持す

るための間接的な干渉であった。

こうした古典的自由主義のガバナンスは，

19世紀末に限界に逢着する。何よりも，「社

会」が機能不全を起こし，中間集団の再構築

が必要になった。言い換えれば，国家は枠組

みを維持するだけでなく，権限移譲する対象

自体を自らの力で再構築する必要が生じたの

である。ここから，社会に対する，また個人

に対するより直接的な国家干渉に基づく新自

由主義の体系が生まれた。この第１の要因は

経済構造の転換であった。世紀転換期におけ

る後発資本主義国との競争の中で，イギリス

は自由貿易のもとでコスモポリタン的な金融

国家をめざす途を選択し，これが地方産業の

空洞化と地域社会の疲弊と崩壊をもたらし，

「貧困」「失業」という「社会」問題を生み出

し，しかも，これを是正する力がもはや社会

内部には存在せず，国家が直接関与する以外

になかった。第２の要因は，社会自体が，自

己の機能の限界を認識し始めたことである。

自助を行いたくてもできない人々の存在が，

可視化されたのである。第３の要因は，帝国

主義的対立が本格化するなかで，国内に貧困

や失業が増大する事態は，国民の身体の問題

として認識された。「身体能力の低下」と

「退廃」が論じられ，「国民の身体能力改善」

のキャンペーンが展開された。ここから，戦
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争国家と福祉国家の同時拡大が進行すること

になった。

以上から明らかなように，自由主義におけ

る国家干渉は，その形態は変化しつつも連続

していた。ただし，国家干渉の目的と方法は，

「社会」が機能する枠組みの維持という間接

的な形か，「社会」そのものを国家干渉が再

構築する直接的な形かによって異なっていた。

この点に，国家干渉と「介入的自由主義」の

差異を見るべきである，と高田氏はいう。

次に，高田氏はニュー・リベラリズムの歴

史的特質について４点に整理している。⑴

個・社会・国家の関連。「社会」問題は，身

体的・精神的な「退廃」という有機体的な言

説で表現され，一定の倫理観をもった「能動

的な市民」の育成が福祉政策の目標であるこ

とが確認された。そのために個人の統制を超

えた外的な条件の整備＝福祉政策と，社会正

義に基づいた私的所有の制限＝不労所得・累

進課税（人民予算）が正当化され，その目的

の実現のために国家の「強制力」を用いるこ

とが是認されるようになった。⑵自由と干渉。

ホブソンによると，富の不足ではなく，「誤

用」こそが，貧困をもたらし，「格差社会」

の異常な偏奇をもたらした。富の配分が問題

なのであり，その格差是正＝平準化こそが政

府の義務である。さらに，富の不平等分配が

生み出す機会の不平等を教育と人格向上の機

会均等により克服し，国民の全体的な能力向

上を図ることで，「個人の非効率」＝貧困を阻

止しうるとされる。⑶時代の価値観としての

「社会」。理想主義的な社会＝国家再編観，よ

り広くは「社会」が主語となる観念は，イデ

オロギー的立場を超えて，時代の思想潮流を

横断する共通項となった。⑷「社会的なるも

の」の両義性。「社会的なるもの」の組織化

には，常に「連帯」の契機と「統合」（排除

と包摂）の契機が一体のものとして織り込ま

れていた。「全体社会の利害」のためという

言説は，階級対立の敵対性を転位する機能を

もった。また，社会的なるものの組織化のメ

カニズムは，新たに社会に包摂される者とそ

こから排除される者の境界を際立たせる効果

をもつばかりか，包摂の方法までも特定する

ことになった。福祉についていうと，近代人

は働き，自立する者であるという，いわば労

働をベースとした「強い個人」観が存在した。

そして，これと関連して，福祉のナショナリ

ズムが進行した。明らかに人種的な境界，ナ

ショナリティの境界線が強化された。

こうした「社会的なるもの」の再組織化は，

グローバルな広がりの中で共時的に問題にさ

れていた。

ふたつの「新自由主義」についてまとめる

ならば，つぎのようになる。

近代社会は，自立した個の集合体として理

念化されてきたが，歴史の実態としては「自

立し・自律できる個」の集積ではなく，多様

な共同性の網の目が張りめぐらされてきた時

空間であった。個はそれらの共同性との多様

な関係性の中で初めて生存しえたので，その

共同性は常に維持されなければならなかった。

自由主義は不干渉主義ではなく，一貫して

国家干渉政策によって維持されてきたし，そ

れによって一定の質をもった自由が創出・維

持され続けた。

社会は決して，国家と切り離されず，一定

の連続性をもった時空間として公的な秩序の

あり方を担った。「社会的なるもの」の再構

築を求めることは，そこに含まれる つなが

り>と しばり>の両面と正面から付き合う

ことを意味する。

報告３ 田中 拓道

社会的包摂と自由の系譜― フランスとイギ

リス

1980年代以降，産業・家族構造の変化，

グローバル化の進展などにともなって，先進

諸国の福祉国家が大きな変革にさらされてい

る。この変化を，約100年前の社会権（社会
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的シティズンシップ）の成立を準備した思想

と対比し，従来の思想原理のいかなる側面が

今日問い直されているのか，「自由」をめぐ

る議論の構図がどう変化しているのかを，歴

史的観点から検討することが田中報告の目的

である。

まず，フランスとイギリスにおける近代的

秩序像の成立と，その内在的困難について考

察する。

1789年に始まるフランス革命において，

旧体制から断絶した秩序原理が提唱された。

身分制や伝統集団から解放された自由・平等

な個人の「契約」による公権力の樹立という

擬制が語られる。しかし，ここで主権者とさ

れる「人民」の多くは，実際には私的自律を

持たない貧民であった。1793年憲法案第21

条で，公的扶助と就労機会の保障が公権力の

「神聖な債務」とされた。ただし，これらも

「名目的な宣言」にとどまり，個人は孤立し

た状態に放置されたままとなり，多くの思想

家は，社会の「解体」「不在」の危惧をいだ

くことになった。1830年代に，産業化の進

む大都市の労働者のあいだで膨大な貧困層が

生み出されるが，こうした「大衆的貧困」へ

の対応は，国家・市場と区別された新たな領

域，すなわち「社会的」領域において模索さ

れる。「大衆的貧困」とは，下層階級の集合

的「モラル」の悪化によって生まれた「社会

問題」である，とされた。

イギリスでは，18世紀後半以降，商業的

秩序の発展とともに自由な商品交換からなる

空間が「商業社会」「市民社会」と称されて

いった。国家と区別された「市民社会」こそ

が個人の「自由」の基盤と見なされる。1834

年の新救貧法は，自由な市場を基礎とする市

民社会と国家との線引きを具体化する立法の

一つであった。この，救貧法改正の焦点は，

市場での自律と公的救済の依存のはざまに位

置する「労働能力ある貧民」をどう処遇する

のか，という点にあった。彼らを独立労働者

と峻別し，労役所での抑圧的処遇によって市

場における自活へと促すことが「修正」の目

的であった。

19世紀末の英仏において近代の秩序像は

どのように修正されたのか。

フランスにおける世紀転換期の論者たちは，

コントの実証主義や有機体論の影響を受けつ

つ，「社会」を個人の総和を超えた 全体性>

を体現する集合として抽象的に語っていく。

「社会」は固有の秩序原理を持ち，それは新

たな「社会科学」，すなわち「社会学」に

よって明らかにされる。国家・個人の役割は

この内部において規定しなおされる。この時

代の思想を担った論者は，革命以来の国家と

個人の二重構造からなる秩序像を転換し，

「権利」「自由」「所有」などの概念そのもの

の組み換えを行った。第三共和政中期に現れ

た「連帯主義」は，「社会」を職業的分業に

基づく相互依存関係の全体と捉え，とりわけ

それを単一の「保険」として捉える点に特徴

がある。「連帯」とは，自然権を有する個人

同士の契約ではなく，新しく現れた産業社会

を担う個人が，社会との間に疑似「契約」に

よる相互「義務」を承認することによって成

り立つ。こうした論理は，それ以前の個人主

義的な権利や私有財産権の転換を含意した。

デュギーによれば，人間は「自由」に先立っ

て「自己の個性を発達させ，自己の社会的使

命を果たす社会的義務」を負っている。市民

的自由や私的所有は何ら目的ではなく，こう

した「社会的義務」を果たすための手段とし

て個人に保障されているにすぎない。

一方，世紀転換期のイギリスでは，新救貧

法体制にたいする批判が高まっていく。労働

能力ある貧民に対する事実上の院外給付が拡

大し，市民社会（市場）と国家の線引きが形

骸化することで，新たな線引きが模索される。

1869年に設立される慈善組織協会は，院外

救済の無原則な拡大を批判し，救貧法の対象

となるべき貧民（労役所に収容して「劣等処
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遇」を行うべき貧民）と，私的慈善の対象と

なる貧民との峻別を主張した。そのためには

個別の貧民と面談し，その「モラル」を観察

し，分類する「モラル科学」が必要となる。

1880年代には，一方で進化論や有機体論が

流入し，（従来の市場＝市民社会と異なる）

「社会」を個人の総和を超えた「有機体」と

とらえる見方が流通する。他方では，「社会」

がしばしば国家を含む，超越的目的や共通善

を内在させた集合とみなされていく。新たな

「社会」の担い手となる「市民」は，たんに

権利を持つだけでなく，一定の義務と道徳的

資質の担い手でなければならない。このよう

な市民への「転化」が可能と見なされる貧困

層のみが救済に値する。慈善組織協会やフェ

ビアン協会の理論家たちは，国家介入の範囲

については見解を異にはしていたが，救済可

能な個人とそうでない個人を峻別し，前者に

（公権力あるいは自発的集団による）集合的

働きかけを行い，彼らを自律した良き「市

民」へと陶冶する，という目的を共有してい

た。

イギリス世紀転換期の社会立法は，以上の

ような思想構造を反映している。フランスの

ように「社会」（連帯）を構成する個人一般

の「リスク」への対応が問題となったという

よりも，労働能力と一定の道徳的資質を持っ

た個人の「市民社会」からの一時的な脱落

― 失業と困窮― が主たる問題として認識

され，こうした個人を「自律」へと促すため

の支援策が導入されていった。そして，ベ

ヴァリッジの思想やそれを基礎とした戦後イ

ギリス福祉国家制度はこれらの個人のカテゴ

リカルな分類を基本的に引き継いでいく。

戦後の経済成長の下で，英仏の福祉国家は

拡張を遂げるが，経済成長が終焉する70年

代後半には，社会的シティズンシップの問い

直しが始まる。とりわけ，サッチャーは，戦

後の寛大な公的福祉が貧民に依存心を植え付

け，社会の活力を奪っている，という「依存

の文化」論を展開し，福祉改革に影響を与え

た。彼女もまた，救済に値する貧民と「値し

ない」貧民という「ヴィクトリア的価値」を

再発見したのである。その後，労働党は，貧

困層の包摂や支援を重視する「社会的排除」

という概念を強調するが，「アンダークラス」

との連続性の側面が強いとされる。

フランスでは，70年代から，福祉国家の

成熟のただ中で貧困に取り残された人々の問

題が「排除」と称されていく。それは，当初，

社会的「不適応」に陥った例外的な個人の問

題と見なされたが，80年代に入ると，長期

失業，非正規雇用が広がっていく。フランス

の場合，こうした就労の不安定は社会保障の

枠組みからの脱落を意味しており，この段階

では「排除」は個人の不適応の問題ではなく，

社会一般に広がる「不安定」な状態を指すよ

うになる。フランスの社会的シティズンシッ

プは，家族や学校を通じて，「社会化」され，

長期就労・拠出や「リスク」最少化という

「義務」を引き受ける個人への権利として構

成されてきたが，こうした「社会化」を担う

装置が脆弱化することで，この「義務」を引

き受けられない個人が恒常的に生み出され，

かれらは，既存の社会権の対象から外れ，

「社会的不要者」という烙印を押される。こ

のような「排除」は，フランス「社会共和

国」の正統性に関わる問題と認識され，個人

を「義務」を引き受ける契約主体へと再構築

するための「参入」政策を提起させることに

なる。それは，保険・扶助の論理と区別され

た「新しい社会権」と見なされた。

以上，小野塚氏の問題提起を受けて行われ

た三氏の報告内容を要約した。できるだけ，

内在的に紹介することに努めたつもりではあ

るが，当然，筆者の理解不足によるバイアス

がかかっていることはご寛容いただきたい。

現時点で，これらの報告について全面的に議

論することはできないが，若干の感想を述べ
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ておきたい。一つは，介入的自由主義を扱う

場合，イギリスとフランスの事例で尽くされ

るのかどうかという点である。小野塚氏もい

われるように，ドイツ社会政策学会に代表さ

れるドイツの経験が介入的自由主義に位置づ

けられて理解されるべきとすれば，この紹介

に１つスペースを割いても良かったと思われ

る。ドイツをはずしたことが，既に介入的自

由主義についての一定の方向付けに基づくの

であれば，それはそれで指摘していただけれ

ばとの思いがある。二つ目は，「自由と公共

性の間の緊張関係」の存在という点に，小野

塚氏の基底的モチーフがあると，筆者は理解

しているのであるが，実際には，国家に対す

る市民の「権利と義務」という問題が「自由

と公共性」の問題に置き換えられて議論され

ているように思われる。この置き換えで自由

と公共性が議論されたことになるのだろうか。

たとえば，廣田氏によるブルジョアの議論，

とりわけルソー的自由からの呪縛を解いたと

される「連帯主義」についての紹介はそれ自

体見事な論理であり，公共性理解を体系化す

る上で大いに学ぶべき内容であろう。しかし，

それは基本的人権の一つとしての「自由権」

を議論することになっているとしても，「自

由」それ自体を議論したことにはならないの

ではないか。「自由」に関する議論は「公共

性」に関する議論と同様やっかいな問題であ

るが，各報告者が展開している議論は，「自

由」が国家からの自由を基軸に措定され，

「公共性」が国家的公共性を中心に理解され

る段階から，新しい段階へと進む途上の議論

であるように思われる。筆者自身も，この新

しい段階の質を決める中身が何なのか，模索

中であるが。

三つの報告に続いて，下記のような三つの

コメントがなされるが，これらは報告に対す

るコメントとしてではなく，むしろ別の角度

からの補足的な報告となっている。それぞれ

は，もちろん興味深い論点を含むものの，小

野塚氏の問題提起とは十分にかみ合っている

とはいえない。また，小野塚知二編著『自由

と公共性― 介入的自由主義とその思想的起

点― 』には，この他，島崎美代子ならびに

深貝保則両氏の論稿が収められているが，や

はり，ここでは，紙幅のこともあり，紹介を

割愛したい。なお，この研究会の議論を紹介

している前掲書のまとめに，要領よくこれら

のエッセンスが紹介されている。

コメント１ 古内 博行

農業分野への介入・保護とその性質変化

コメント２ 名和田是彦

現代日本のコミュニティ政策から見た「公

共」問題

コメント３ 秋元 英一

スーパーキャピタリズムとアメリカの消費

者

筆者が「介入的自由主義」に関する議論を

紹介するにあたって依拠したのは，上述の小

野塚氏による編著であるが，同書については，

田村信一氏による書評がある。田村氏による

内容紹介と評価が同書の全体像を的確に与え

ている。併せて参照すべきである（『歴史と

経済』第213号，2011年10月）。

Ⅳ 2008年度 秋季学術大会

現代化過程における日本の雇用

― 企業と「公共性」

この２年間の共通論題における議論を受け，

2008年度共通論題は「現代化過程における

日本の雇用― 企業と『公共性』― 」とさ

れた。この含意を沼尻晃伸氏は，次のように

まとめている。

過去２年間の大会報告は，企業の内部に存

在する雇用関係自体を対象としてこなかった。

……日本に即して歴史的にみた場合，第１次

大戦期から，大経営の中では家族手当などの
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諸手当や福利厚生に関する規定が定められた。

すなわち，大経営の労働者からみたとき，自

らの「人格承認」や社会保障を実現するため

の場の一つに，企業が位置づけられたといえ

よう。それでは，もともとはプライベートな

関係であった企業の雇用関係には，労働者の

生活保障を維持するという意味でパブリック

な性格が埋め込まれたといえるであろうか。

……仮にそうだとしたとき，そのことは，政

府や自治体の雇用政策（あるいは社会保障全

般）にみられる公的意味と，どのような関係

にあるのか。……「公共性」に関する追究を，

国家や自治体などの政策分析にとどめず，そ

の当事者である労働者（あるいは経営者）に

視点を移し，企業という私的な経済主体のな

かの雇用関係に埋め込まれる社会性を重視す

ること，歴史段階的にいえば，現代化過程に

おける雇用に見出されるかも知れない公的な

性格とその変化を動態的に理解すること。

以上が2008年度のテーマ設定の趣旨であ

る。これに沿って兎，市原，榎三氏の報告と

清水，谷口，武田三氏のコメントが行われる。

これらの報告はかなり細部にわたる実証的な

もので，その内容を論点と結びつけて紹介す

ることは相当困難なので，ここでは武田氏に

よるコメントに依拠して論点を整理しておこ

う。

一般的には，「公共」の対極にある私的な

領域で自由な営利追求が認められていると考

えられている企業について，あえてその「公

共性」を問うことは，分析の枠組みの原理的

な見直しを求めているということができる。

現代経済社会において良質な市場機会を提供

することこそが，企業が本来担うべき「社会

的な責任」であり，こうした「公共性」の発

現によってはじめて企業活動もその基盤が与

えられるということができる。雇用に関わっ

て求められる「企業の公共性」とは「良質な

雇用機会を提供すること」である。

榎報告についての二つの解釈がある。一つ

は，若年の女子労働力を確保するために郡是

が公教育を代位するような機会を提供してい

た側面に注目し，政府部門等の提供する公的

なサービスでは充足し得ないニーズに対応す

るような機能を企業が果たしていたと解釈す

ること。今ひとつは，若年期の職業生活後に

予定されている，結婚以後の生活について，

より望ましい結果を期待できるような雇用の

機会を提供することが企業の重要な社会的役

割と考えられていたと評価，解釈することで

ある。

ここから，武田氏は企業内教育の意味につ

いて考察を加える。職業能力が企業内で獲得

される「資格」として認知されるとすれば，

それは単に企業内労使関係における処遇や身

分としての意味だけでなく，その能力を持つ

経済主体の社会的な評価としても尊重される

とみることができる。もともと企業内教育に

よって職業能力を養成し十分な処遇を得るこ

とは，内部労働市場の形成とそこでの昇進競

争の論理に従ったものである。しかし，それ

は職業能力を形成する側からみれば，ある企

業で職業能力向上の機会を得たことは，企業

外におけるその主体の社会的評価に連動する

可能性を持っていたことになる。

各論者は，企業内での職業教育によって処

遇や身分を向上させる可能性があった点を企

業による「公共性」の引き受けという論点に

よって捉えようとしたことになるが，それに

もかかわらず，こうした大企業における職業

教育とはかけ離れていた農村部や都市の下層

社会における大量の不安定雇用層を前提とし

ていた事実に目をふさぐべきではないと，武

田氏は指摘している。

Ⅴ 2010年度 秋季学術大会

都市の公共性― 主体・政策・規

範―

2009年度の共通論題は「1930年代におけ
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る経済政策思想の転換」となっており，「公

共性」は直接のテーマとはされなかった。上

記のテーマ設定趣旨については小島健氏が説

明しているが，リーマン・ショックに端を発

するアメリカ発の金融危機と世界同時不況の

深まりを1930年代の世界経済との歴史的比

較を念頭に置いて考察する必要があるとの認

識を示している。こうした問題設定自体はも

ちろん重要であるが，「公共性」それ自体を

論点としては設定していない。ここでは，そ

の検討を割愛し，2010年度の共通論題「都

市の公共性― 主体・政策・規範― 」の検

討に直ちに入ろう。

まず，福士正博氏が共通論題の趣旨説明を

行っている。

都市を取り上げたのは，都市問題がますま

す深刻になってきているという現状から，都

市を公共空間として再構築することの意義が

問われている，と考えているからである。公

共性とは，ハーバーマスに従えば，公論の場

としての公共圏における熟議を通して，普遍

的妥当性を持つようになった合意事項が何ら

かの回路を通して公共の場で反映されるよう

になった状態のことである。これには，三つ

の要素からなっている。第１に，社会問題の

発見という契機である。公共圏が開放的な公

論のためのアリーナであるといっても，熟議

に参加できる人々と参加が不可能な人々との

分化が避けられない以上，パブリックな問題

全てが取り上げられると考えることは難しい。

したがって，第２に，「社会的なるもの」と

公共圏との乖離を公共性は前提にせざるをえ

ないことを意味している。この前提に立つと，

公共性の議論は常に「理想的発話状況とは何

か」，「コミュニケーションを通して普遍的妥

当性に辿り着くことは可能か」といった疑問

を呼び起こすことになる。公共性は市民的公

共性と国家的公共性とに分化せざるを得ない

契機を抱え込んでいた。第３は，公共圏で議

論された問題が制度化されていくという「公

共性化」である。

都市は，市民的公共性と国家的公共性の乖

離が最も鋭い形で現れる空間である。貧困，

社会的排除，社会的プレカリティ（ゆらぎ）

が都市において表面化してくる。しかし，歴

史的には，都市給付行政は，都市住民の生活

インフラ整備など生活世界が抱える難点を克

服するという積極的な側面を有していた。こ

の点が，都市における公共性問題を取り上げ

た理由である。以下，報告の要点を確認して

おこう。

報告１ 森 宜人

「社会都市」における失業保険の展開― 第

二帝政期ドイツを事例として―

19世紀末～20世紀初頭の国家的社会保障

が未整備な状況の中，都市が国家に先行して

主体的に社会政策を展開させた局面である。

第二帝政期ドイツは1880年代に一連の社会

保険制度の導入を通じて，現代の「社会国

家」の起点を形成した。しかし，失業保険に

ついては，同じく第一次世界大戦以前からそ

の実現を求める声があがったものの，最終的

に導入が果たされるのは両大戦間期の1927

年のことである。第二帝政期の都市失業保険

は，国家的制度の確立に先行する都市の主体

的な試みの典型例といえよう。

森氏は，最初に「都市の公共性」の担い手

が，19世紀半ばの名望家市民層，19世紀末

の市民的社会改良運動，そしてその役割を引

き継いだ「社会政策学会」へと展開したこと

を指摘している。そして，20世紀に入ると

自由労働組合と社会民主党の進出が都市にお

いても進み，都市社会問題が「都市社会主

義」的にとらえられ，政策化が試みられるよ

うになる。「都市の公共性」の一角を労働者

層が担う時代へと変化したのである。都市失

業保険制度の実現の背景に以上の事情を見る

必要があるという。

森氏によれば，都市失業保険の「公共性
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化」が可能となったのは，社会民主勢力を

「都市の公共性」の担い手，協力者として認

知する都市行政責任者の存在があり，彼らは，

失業者の救済を都市の公的義務とみなしてい

た。

報告２ 馬場 哲

「生存配慮」と「社会政策的都市政策」― 19

世紀末～20世紀初頭ドイツの都市公共交通

を素材として―

馬場氏は，19～20世紀初頭のドイツの都

市公共交通を素材に「都市の公共性」を検討

している。「公共性」を担ったのは行政だけ

ではなく，社会事業の一部は市民団体によっ

て担われ，ガス，上水道などの都市インフラ

も多くはまず民間企業によって提供された。

しかし，当該期のドイツ諸都市では供給事業

や公共交通部門の市営化が進み，社会事業で

も自治体の役割が増大した。このような都市

自治体は，19世紀，とりわけ後半以降伝統

的な社会政策である救貧の再編のみならず，

「生存配慮」，すなわちガス・電気のようなエ

ネルギー供給事業，公共交通や道路などの社

会インフラの整備，病院，上下水道，ごみ処

理場，畜肉処理場などの保健衛生施設の建設，

住宅政策，土地政策，都市計画，さらに文

化・教育などの社会政策の実施を課題とする

「給付行政」を国家に先駆けて，あるいは国

家の下で実施し，住民全体に一定の生活条件

を保障して都市社会の統合をはかったのであ

り，そうした都市自治体ないしその機能は

「社会都市」と規定することができる。

「都市社会政策」は第１次大戦前の「救貧」

から大戦前の「戦時扶助」を経て大戦後の

「社会扶助」へと性格を変えた。これが「社

会都市」から「社会国家」への展開である。

「生存配慮」を実現する「社会政策的都市」

は「都市社会主義」と連携しながら，敢えて

言えばそれに先んじて「社会都市」から「社

会国家」への道を準備したといえる。

報告３ 今井 貴子

統合と自律をめぐる相克― イギリスの社会

的企業の経験から―

この報告は，イギリスの社会的企業につい

て，特に「高い自律性」の観点から実証的に

検討したものである。

報告４ 福士 正博

都市という「世界」― 社会的質と社会的プ

レカリティ概念を中心として―

福士氏は，都市は農村と対比される地理的

概念ではなく，「都市的なるもの」を意味す

る社会的空間概念としてとらえる。そして，

「都市的なるもの」と「社会的なるもの」と

の対比が必要であるとする。また，アーレン

トがいう社会とは「資本主義的な商品関係が

主要となっている領域」を指している。この

関係が広がると，公共空間や政治領域は浸食

されることから，アーレントは，公共空間を，

社会的領域から保護されるべきもの，或いは

社会的領域に対して意義を申し立てる領域と

考えていた。しかし，アーレントの場合，

人々の生活を成り立たせる物質的諸条件の再

生産という視点が希薄である。この点は，

ハーバーマスについても同様である。植民地

化された生活世界を現代において取り戻すと

いう優れた基本的モチーフを持っていたにも

かかわらず，ハーバーマスは，公共性を「間

主観的に共有される生活世界が形成される媒

介としてのコミュニケーション行為」と捉え，

コミュニケーションの世界に閉じ込めてし

まっている。そのためにハーバーマスは，そ

の物質的基礎に対する闘いを放棄し，この課

題を達成するためにはシステムの民主化しか

ないという袋小路に陥ってしまっていた，と

述べる。

ここから，福士氏は，ルフェーヴルやグレ

ゴリーの「都市空間論」やホネットの「社会

的質」の検討に進んでいる。しかし，残念な

がらこの内容について報告者は論点整理でき
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るまで，現時点ではまだ消化できていない。

彼らの議論がハーバーマスらを克服できると

いう展望を筆者はまだ持てないし，福士氏自

身もこの議論がわが国ではまだ浸透しておら

ず，あくまでも，都市問題の考察にあたって，

「社会的プレカリティ」概念が有効なのでは

ないか，という展望を述べるに止まっている。

コメント１ 和田 清美氏

コメント２ 大門 正克氏

両氏のコメントについても割愛したい。た

だ，大門氏がこの学会の研究方法（共有財

産）が，現状と歴史の比較を往復することに

ある，としていることが印象に残った。また，

現状から歴史に対する問いかけが主要な側面

として共通論題が展開されているとの指摘が

あり，現代への問題関心が歴史研究にも反映

されているという意味で，この学会のスタン

スを窺い知ることが出来る発言でもあった。

福士氏の趣旨説明から窺えるように，この

大会におけるテーマは，端的にいうと，「市

民的公共性」と「国家的公共性」の乖離の問

題である。そして，ここで含意されている

「市民的公共性」はハーバーマス的な「公共

性」であることは明らかである。また，都市

における社会政策的配慮や施策が国家的なレ

ベルに拡大していくことを「公共性化」ある

いは「国家的公共性」の実現と捉えているこ

とが理解される。以上のような理解が正しい

とした場合，この学会の「公共性」把握は，

少なくとも，2010年度秋季学術大会におい

ては，ハーバーマス的な理解で統一されてい

るように思われる。先にみた，田代氏の理解

とも附合することになる。しかしながら，既

にみたとおり，これまで取り上げてきたこの

学会における各種の議論がこれに集約しきれ

るものではないことも明らかである。した

がって，この学会における「公共性」議論は

なお展開途上にあるとみるのが正しいようで

ある。

むすびにかえて

同学会の2011年度秋季学術大会は，共通

論題を「東日本大震災・原発事故からの地域

経済社会の再建をめぐって」として，10月

22，23日に立命館大学（草津キャンパス）

において開催された。したがって，「公共性」

を共通論題とする秋季学術大会とはならな

かったが，わが国にとって未曾有の社会経済

的被害をもたらした東日本大震災・福島第一

原発事故と地域経済社会の再建をテーマとし

て大会を開催することは社会科学系の学会と

して当然のことであろう。その代わり，2011

年６月25日に東京大学において開催された

春季総合研究会では，「都市の公共と非公共

― 20世紀のアジア都市を手掛かりに― 」

というテーマで2010年度秋季大会のアジア

版ともいえる議論を展開している。この学会

における「公共性」議論はまだ展開途上にあ

ると考えられるが，2011年度春季総合研究

会における共通論題の趣旨説明が同学会の

「公共性」理解の現時点での一つの集約点を

示していると考えられる。以下，この趣旨説

明を紹介することによって，むすびにかえた

い。

まず，公共性は，その定義をめぐって論者

の間で最小限の合意を形成することすら困難

という厄介な主題であるが，ここではさしあ

たり西洋近代的な意味でのそれに限定して議

論を始めるとされている。そして，考えてみ

たい事柄は，たとえば「官（＝公)―民」二

元論あるいは「官―公―民」という図式から

の脱却である。官も民もその中間形態も，近

（現）代社会に於いては，その活動を通じて

社会の構成員の生活・生存の保障に積極的な

役割を果たすことが期待されているという意

味では，いずれも，公共性を帯びた存在であ

ると言える。昨年秋の大会での検討において

は，官が政策的に提供する場合にせよ，民が

市場取引を通じて提供する場合にせよ，ある
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いは中間的な諸団体が折衷的な方法で提供す

る場合にせよ，公共的な関係を通じた財や

サービスの提供が常に社会的包摂と排除の契

機を内包するものであったことが示唆された。

ここで，アジア都市空間について考えてみ

るならば，そこには社会的な包摂と排除が

ヨーロッパ都市と比較して，より多様かつ明

示的に見出されると予測される。西洋近代的

な市民社会が移植された空間で，人々は，国

籍，エスニシティ，伝統社会における出自，

植民都市であれば，本国人と移民の相違等々

によって分け隔てられており，場合によって

は移植された公共的関係に入れない者も少な

からずいたであろう。その意味で，公共性は

限定的であって，人々の行動や思考を左右す

るのは，伝統的な権威や徳義，総じて言えば

アジア的な伝統社会に長年にわたって醸成さ

れてきた要素であろう。

これらの伝統的要素は近代化の進展によっ

て，やがて解消されると考えるのか，それと

も，残るのか，ここに問題の本質がある。こ

の学会での主要な議論方向は両者の併存とい

う事実から出発する点にある。すなわち，

「近代的公共」と「共同性」を二項対立的に

捉えるのではなく，両者の共存・相互補完関

係に着目するのである。明文化されない不透

明で属人的な何らかの非公的な社会関係が存

在し，それが公共的関係に完全には包摂され

得なかった人々の生活や生存を一定程度保障

しうる状態が持続的に存在するとき，それを

単なる過渡的状態と片付けることは適当では

ない。こうした関係性を，さしあたり非公共

的関係とし，それらと公共的関係に着目しな

がら公共性の異議と限界を逆照射し，それら

が併存する状態として近代社会の再把握を試

みるという点に，この研究会の目標が置かれ

ている。

こうしてみると，趣旨説明者の理解では，

まずは，近代社会＝公共的社会，伝統的社

会＝共同的社会という図式が成立しているよ

うに見受けられる。その上で，両者の併存と

相互浸透・相互補完の関係性に注目するとい

うことであろう。そうであるとすれば，共同

性ははじめから「公共性」の要素からはじか

れることになるのではないか。また，この理

解は，その限りでは，先の田代氏の理解とも

異なっているように思われる。いずれにして

も，同学会における「公共性」論議も現在進

行中であり，今後さらに研究が深化するもの

と思われる。筆者は，共同性は公共性の不可

欠の要素であると理解しており，この点から

同学会の全体的議論を今一度整理し直し，内

容の一層の深い理解を獲得することを次の課

題としたい。

付記 本研究ノートは，公益事業学会北海道

東北部会（2011年９月10日）における筆者

の報告を基礎に，その後，大幅に加筆補正を

行なったものである。

― ―45共同体・国家および公共性について(小坂)


